
（参考）

産地生産基盤パワーアップ事業
都道府県事業評価参考様式

都道府県名 宮崎県

Ⅰ　産地パワーアップ計画（収益性向上タイプ）

１　成果目標

（１）生産コスト又は集出荷・加工コストの10％以上の削減
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（２）販売額又は所得額の10％以上の増加
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播種直後の台風14号襲来によ
り種の流出で大きな被害が出
た。まき直しも20日遅れとな
り減収。またコロナ禍による
業務需要の減少の影響での価
格安と台風被害による面積の
減少が未達の要因である。

台風の影響とコロナ禍による
業務需要が未達の要因であ
る。基本技術の励行による収
量向上に加え、導入機械の有
効活用をにより品質向上を図
り、総販売額の増加につなげ
る。そのためにも、関係機関
との連携を密に行い、生産者
の指導を着実なものとし、目
標達成を目指す。

2,023 1,508 1.342 35,864

検証方法：ＪＡ尾鈴千切
大根研究会の販売額にて
検証

【R4JA尾鈴千切大根販売
実績】

-262.0%86.91 768.5 26,724千円 15.8 62.06 43158,243千円 14.80 67.13 867.6 66,786千円 18.05
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町
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町
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野菜
（千
切大
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千切大根産地の収益力
の高い生産構造への移
行
①新たに機械を導入す
ることによる省労力
化・規模拡大への取組
②新たに機械を導入す
ることによる収量・品
質向上への取組
③生産者相互の技術や
生産状況の情報交換の
実施による栽培技術及
び経営力の向上を図る
取組

総販売額の
10％以上の
増加

395,095

検証方法：ＪＡ尾鈴ミニ
トマト特栽グループの販
売額にて検証

【R4JA尾鈴ミニトマト販
売実績】

178.5%
栽培や販売に関する活動が活
発なグループで、目標に到達
した。

栽培管理および販売もしっか
りされており、問題ない。

7.69 815.1 506 501 523 0.958514.0 355,602千円 7.24 799.31 444.9 412,416千円

尾鈴
地域
農業
再生
協議
会

89

川南
町

都農
町

施設
野菜
（ミ
ニト
マ

ト）

施設ミニトマト産地の
収益力の高い生産構造
へ移行

①環境制御技術等の導
入により安定生産の取
組
②機能向上したハウス
を導入することで生育
環境の改善を図り、更
に規模拡大することで
生産性の向上及び販売
額増加を図る取組
③生産者相互の技術や
生産状況の情報交換の
実施による栽培技術及
び経営力の向上を図る
取組

総販売額
10%以上の
増加

305,281千円 5.46 593.92

3,827 0.751

R4年度の個別申告書やＪ
Ａの販売実績データを基
に検証。

7.3%

達成状況：適正な栽培管理と
ICMの実践等により品質の向上
が図られ、販売額では目標達
成に至ったが、補正係数によ
り目標達成に至らなかった。
今後も計画的な整枝剪定、小
まめな防除を始めとする栽培
管理指導を継続すると共に、
数量を確保し、産地の発展に
努めていく。

達成状況：適正な栽培管理と
ICMの実践等により品質の向上
が図られ、販売額では目標達
成に至ったが、補正係数によ
り目標達成に至らなかった。
今後も関係機関と連携し、計
画的な整枝剪定、小まめな防
除を始めとする栽培管理指導
を継続すると共に、数量を確
保し、産地の発展に努めてい
く。

222,341千円3,382 296,060千円 3.7 71 4,168 2,8753.71 67.6 3,252 254,294千円 3.71 75.2

目標年度であったが、産地の
一部地域の炭そ病が多く苗確
保が、困難な年で、苗確保が
出来た圃場も出荷遅れと厳寒
期の天候不順などの影響が大
きく減収となり未達となっ
た。

炭そ病が主な未達の要因であ
り、生産量を安定的に確保す
るために、水滴による感染防
止や防除タイミングを見た防
除ローテーションなど炭そ病
対策を徹底し、確実な苗確保
につなげていく。そのために
も、関係機関と連携し、生産
者に対する指導等をこまやか
に実施し、目標達成を目指
す。

宮崎
中央
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会
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国富
町

マン
ゴー

時代を担うマンゴー産
地強化への体制整備
①販売力強化に向けた
取組
②生産力の向上に向け
た取組
③人財の育成に向けた
取組

総販売額の
10％以上の
増加

219,837千円

1,092 1,237 0.883 3,814

ＪＡ尾鈴いちご出荷者組
合の販売額にて検証

【Ｒ４ＪＡ尾鈴いちご販
売実績】

-115.4%484.1 1,136 4,319千円/10a 9.35 339.4 1,1904,348千円/10a 10.08 386.4 1,135 4,811千円/10a 11.43
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施設いちご産地の収益
力の高い生産構造へ移
行
①環境制御技術等の導
入により安定生産の取
組
②改良型ハウスを導入
することで生育環境の
改善を図り、更に規模
拡大することで生産性
の向上及び販売額増加
を図る取組
③生産者相互の技術や
生産状況の情報交換の
実施による栽培技術及
び経営力の向上を図る
取組

販売額の
10%以上の
増加

反収 年
度

出荷量 出荷量 出荷量

面積 生産量又は  価格(販売単価) 面積 生産量又は
地域協議会等の評価 都道府県の評価 備考

スマート農業推進枠
地域(県又は国を含む)

の価格(販売単価)
補正係

数
価格補正後

の実績

事後評価の検証方法(※
定量的な検証ができるこ
と。)

達成率
（％）

導入・定着の取組の
実施内容

 価格(販売単価)

現状 目標 実績

年
度

面積 生産量又は  価格(販売単価) 生産コスト 年
度

成果目標

事業実施
前年度

目標年度

面積 生産量、出荷量、

生産コスト 年
度

達成率
（％）

地域協議会等の評価 都道府県の評価
年
度

面積 年
度

面積

現状

地域
協議
会名

整
理
番
号

地区名対象作物 取組内容

生産量、出荷量 年度
備考

目標 実績

年
度
導入・定着の取組の
実施内容

スマート農業推進枠

又は処理量

生産量、出荷量、

地域
協議
会名

整
理
番
号

地区名対象作物 取組内容

成果目標

事後評価の検証方
法(※定量的な検証
ができること。)

又は処理量 又は処理量
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（３）契約栽培の割合の10％以上の増加かつ50％以上とすること
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（４）需要減が見込まれる品目・品種から需要が見込まれる品目・品種への転換率100％
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（５）農産物輸出の取組（直近年の輸出実績がある場合の輸出向け出荷量又は出荷額の10％以上の増加、新規の取組の場合又は直近年の輸出実績がない場合の総出荷額に占める輸出向け出荷額の割合５％以上又は輸出向け年間出荷量10トン以上）
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Ｒ４年度ＪＡの輸出用販
売出荷実績を基に検証。
・現状値
輸出量：4.2t/50.8ha
※輸出用米販売量、面積
はＪＡ宮崎中央実績より
・目標値
輸出量：54.6t/61.3ha
※輸出用米販売量はＪＡ
宮崎中央中期計画、面積
は生産者意向調査より算
出
・目標値/現状値
=54.6t/4.2t→1,200%の
増

106.7%

①産地の現状：宮崎県宮崎市地区。
ＪＡ宮崎中央宮崎地区のコメ生産部
会員のうち、輸出用米に取組む生産
者で構成。輸出用米への取組みによ
り新たな販路を拡大し、産地の収益
力向上を図り、持続可能な生産性の
高い水田農業を目指した。

②本事業の取組：田植機、コンバイ
ン等の整備により栽培管理を適期に
行うことで、品質向上を図り、海外
への優位販売、契約販売の拡充、出
荷量の向上を図った。また、主食用
米・輸出用米等の団地化を図りつ
つ、ドローンによる防除・除草等の
機会の整備により労働生産性の向上
を図り、輸出用米の拡大を目指し
た。さらに、部会組織を通して、
リーダーや次世代リーダーを育成す
るとともに、多様な米づくりに対応
した魅力のある水田営農組織（担い
手）の確保を図った。

③達成状況：達成

導入した機械により、輸出
に向けた産地の拡大が図ら
れた。
今後も、各関係機関・団体
と連携し、産地の維持・発
展を図り、輸出量の拡大に
向けた取組を進める。

179.9 54.6 58.0t 63.3 303.8 584.2t 50.8 129.5 4.2 54.6t 61.3

宮崎
中央
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再生
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宮崎
市

地区

土地
利用
型作
物
(水
稲）

①販売力強化に向けた
取組
②生産力の向上に向け
た取組
③人財の育成に向けた
取組

輸出向け出
荷量の
1,200％以
上の増加

総出荷量又は 輸出向出荷量

総出荷額 又は出荷額 総出荷額 又は出荷額 総出荷額 又は出荷額

年
度

面積 総出荷量又は 輸出向出荷量 年
度

面積

事後評価の検証方法(※
定量的な検証ができるこ
と。)

達成率
（％）

地域協議会等の評価 都道府県の評価 備考
現状 目標 実績

年
度

面積

年
度

面積

地域
協議
会名

整
理
番
号

地区名対象作物 取組内容

成果目標

総出荷量又は 輸出向出荷量

地域協議会等の評価 都道府県の評価 備考

現状 目標 実績

年
度

面積 年
度

面積

年
度

契約取引量

地域
協議
会名

整
理
番
号

地区名対象作物 取組内容

成果目標

事後評価の検証方法
(※定量的な検証がで
きること。)

達成率（％）

地域協議会等の評価年
度

面積 総生産量又は 契約取引量

総出荷量 総出荷量 総出荷量

総生産量又は 契約取引量 備考

現状 目標 実績

年
度

面積 面積 総生産量又は

事後評価の検証方法(※
定量的な検証ができるこ
と。)

達成率
（％）

事業に取り組んだ当初は、新
型コロナウイルスの関係で外
食向けの販売が低迷し目標が
未達成であった。しかし令和
５年度に入り、移動制限が解
除になって、外食需要が伸び
てきた。
令和５年６月期では、目標値
を超える販売額を達成する見
込みであるため、関係機関と
連携して、生産技術の支援等
を行う。

新型コロナウイルスの影響で
外食向けの販売が低迷し目標
が未達成となった。
なお、令和５年度に入り、外
食需要が伸びて来ているとの
ことから、安定した販売が行
えるよう生産技術の支援を、
関係機関と継続して実施す
る。

契約取引の
ため価格補

正なし

地域
協議
会名

整
理
番
号

地区名対象作物 取組内容

成果目標

都道府県の評価

353千円/10a 63 3,814 60.0
検証方法：R元年販売実
績とR4年販売実績にて検
証を行う。

3,337 43.0 450千円/10a 65 5,081 57.5

低単価が未達の主な要因と
なっているため、高単価であ
る厳寒期の収量向上を図る。
そのために、適期での防除管
理の徹底と基本技術の励行を
行い、関係機関と連携して生
産者支援を徹底し、目標達成
を目指す。

都城
市農
業再
生協
議会
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都城
市志
和池
地区

大根

大根に係る農業機械の
導入により作業の効率
化を図り収量増と品質
向上に努めさらに生産
面積の拡大に取り組
み、販売額10％以上の
増加を図る。

販売額の
10％以上の
増加

319千円/10a 45

291 1.117 3,313

検証方法：ＪＡ西都ハウ
ス胡瓜部会中央、穂北、
都於郡支部の販売額にて
検証

【JA西都きゅうり販売実
績】

-16.0%

当初より面積等は増加してい
るが、令和3年度に引き続き、
単価が低価格帯で推移してお
り、作を早めに切り上げる生
産者も多くいて、収量が下
がった。今後は例年どおりの
定植及び防除管理を徹底し、
昨年以上の収量を目指す。

2,966千円/10a 7.06 598,887 350 325878,119 336 3,704千円/10a 9.83 1,063,687 342

機械の導入により、栽培環境
の改善が図られ、目標を達成
することができた。今後も引
き続き、収量・品質の向上に
ついて関係機関連携して取り
組み、更なる産地の収益力向
上を目指す。

西都
市農
業再
生協
議会

103
西都
東

きゅ
うり

施設きゅうり産地の収
益力の高い生産構造へ
移行
①環境制御技術等の確
立による安定生産の取
組
②病害虫対策の徹底に
よる安定出荷体制の確
立に向けた取組
③生産者相互の技術や
生産状況の情報交換の
実施による栽培技術及
び経営力の向上を図る
取組

総販売額の
10%以上の
増加

3,367千円/10a 8.75

3,827 0.750

JAはまゆう旬別販売実績より検
証
・現状値
　(R1年度実績)　　3,575千円
/10a
　(総販売額：405,762千円
/11.35ha)
　※販売額、面積ははまゆう農
協
　　生産者実績より
・目標
　(R4年度目標値)　　3,933千
円/10a
　(総販売額：446,395千円
/11.35ha)
・目標/現状　3,933千円/3,575
千円
　　　　　　　　　10.0%の増
加
・R4年度実績
　5,348千円/10a
（総販売額　570,723千円
/10.67ha）

121.8%

機械の導入により、収穫量や
品質が向上したほか、高単価
の時期に出荷を行えたことも
あり、目標を達成することが
できた。

4,0112,752 5,348千円/10a 10.67 171,180 3,334 2,86911.35 162,370 2,499 3,933千円/10a 11.35 162,208

日南
市農
業再
生協
議会

100 日南
果樹
マン
ゴー

高品質・高収量に向け
たマンゴー産地体制へ
の移行

①販売力の強化への取
り組み

②生産力の強化への取
り組み

③人材の育成への取り
組み

販売額の
10％以上の
増加

3,575千円/10a

26.0%



（６）労働生産性の10％以上の向上
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単
位

単位 単
位

単位 単位 単
位

ha ha ha

（注１）「整理番号」欄には、地域協議会等ごとの産地パワーアップ計画の整理番号を記載すること。

（注２）（２）及び（６）の「地域(県又は国を含む)の価格（販売単価）」欄については、事後評価時に使用するものとし、地方卸売市場取引価格などを基に事業実施前年度と、目標年度の価格（販売単価）を記載すること。　なお、分みつ糖の計画の場合は、販売価格に国内産糖交付金を加えること。

（注３）（２）及び（６）の「補正係数」欄については、事後評価時に使用し、「地域（県又は国を含む）の事業実施前年度の価格（販売単価）÷地域（県又は国を含む）の目標年度の価格（販売単価）」により算出した値を記載し、「価格補正後の実績」欄には、「実績欄の価格（販売単価）×補正係数×実績欄の数量」又は

　　　　「実績欄の価格（販売単価）×補正係数×実績欄の数量－生産コスト」で算出した額をもって現状及び目標と対比可能な数値を記載すること。また、「達成率」欄については、「価格補正後の実績」欄に記載の数値をもって算出すること。なお、「補正係数」は小数点以下４桁目を四捨五入し、小数点以下３桁とすること。

　　　　ただし、予め価格を固定した契約取引など、市場の需給といった外的要因等による価格変動が生じないときは、価格補正は行わないものとする。

（注４）（５）の「成果目標」欄については、実施要領別記３の第４の５の（１）の⑤に基づき設定した成果目標の内容を記載すること。

（注５）「都道府県の評価」欄については、実績時及び事後評価時に使用するものとし、①産地の現状、課題・問題点、②本事業の取組や産地独自の取組による効果や成果目標の達成状況、③実績等が現状を上回る又は下回る場合の具体的な要因、④達成状況が低調な場合における具体的な指導内容等を記載すること。

（注６）取組のない場合であっても、（１）～（７）は削除しないこと。

（注７）中山間地域所得確保計画又は中山間地域所得向上計画と連携する産地パワーアップ計画である場合、特別枠（スマート農業推進枠）を利用する当該計画の場合は、備考欄にその旨を記載すること。

（注８）スマート農業推進枠を利用する計画の場合は、備考欄にその旨を記載すること。また、スマート農業推進枠を活用して技術を円滑に導入・定着させるための取組を農業機械等の導入に併せて実施する場合は「スマート農業推進枠」に取組内容を記入すること。

（注９）目標の実現可能性欄には目標設定以前の過去数年の数値、現状値の設定の考え方、目標値の実現可能性を記入すること。

（注10）施設園芸エネルギー転換枠を利用する計画の場合は、別添（施設園芸エネルギー転換枠計画書（実施状況報告書兼評価報告書））を添付すること。

（注11）持続的畑作 畑輪作確立枠を利用する計画の場合は、別添（畑輪作確立枠計画書（実施状況報告書兼評価報告書））を添付すること。

（注12）総合所見欄は、評価報告の際に各取組ごとの都道府県の評価を記載すること。
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41.7% 総合
所見

　評価対象産地計画８件のうち、目標を達成した計画は３地区となっている。
　未達成の主な要因は、病害や台風による直接的な減収や販売価格の低迷により作を切り上げるなどで収量の確保ができなかったこと等となっている。
　病害や厳寒期など外部要因の影響が一部あるものの、今後の目標達成に向け、安定した収量と品質を確保するため、気象や病害等の発生状況を適格に把握し、技術指導を関係機関と連携して行い、適正な栽培管理を徹底してい
くとともに、販売単価については、関係機関と連携し、現状把握・分析に努め、販売単価の向上を図るための品質向上等の技術指導及び販売対策の構築を図ることにより、改善に取り組んでいく。
　これらの支援を継続的に実施し、未達成となった５地区について成果目標の達成を目指す。
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